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審査メモで示された論点に対する回答（その３） 

（Ｈ30.10.18 農林水産省 大臣官房統計部 経営・構造統計課） 

１ 農業経営統計調査の変更 

（３）報告を求める事項の変更

ウ 生産費調査票関係

（カ）対象品目の生産のために使用した資材等を把握する調査事項【全ての生産費調査票

（農畜産物の種類に応じた調査事項を設定）】 

農畜産物を生産する農業経営体（個別経営体及び組織法人経営体）における農畜産

物の生産のために使用した資材等の状況を明らかにするため、①種苗の使用数量・購

入金額、②肥料の使用数量・購入金額、③飼料の使用数量・購入金額、④農業薬剤の

購入金額、⑤種付料等、⑥敷料の購入金額等、⑦光熱動力の購入金額・使用数量、⑧

獣医師料及び医薬品費、⑨草地費、⑩賃借料及び料金、⑪その他資材の使用量・金額

等を把握する調査事項を再編する。 

【米生産費調査（個別経営体用）の場合】 

資料２－４ 
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【牛乳生産費調査の場合】 



 

7 

 



 

8 

 

 



 

9 

 
 

 

 



 

10 

 

 

 

（論点） 

ａ これらの調査事項については、それぞれ具体的にどのような結果の利活用を想定して

設定しているのか。また、それは、農業経営を取り巻く環境変化に適切に対応するもの

となっているか。 

ｂ これらの調査事項については、現在の日誌類への記入においても、記入を求めている

ものか。これまでは、区分した記入を求めていなかったものの、今回、新たに把握する

こととした事項はないか。また、これまでの記入に当たって、記入負担が重い、あるい

は記入が困難なことなどから、把握が低調となっている調査事項はないか。 

ｃ 当該農畜産物の生産において、他の農畜産物の生産との兼用で当該資材を使用してい

る場合、その使用割合を把握するに当たって、作付面積や飼養頭数等を目安として把握

する方法は適切か。 

 

 （回答） 

１ ａの各調査事項については、現行調査においても把握しており、生産費を構成する要

素として、各要素の増減の分析等を経て行政価格の算定や、コスト低減の進捗状況分析

等に利用されている実態等を踏まえれば、いずれも不可欠な事項である。 

 

２ また、ｂの各調査事項については、調査対象品目の生産に通常投入されるもの（費用）

として設定しているところであり、報告者にとっては容易に判断可能と考えていること

から、把握が困難な事項等はないものと判断している。 

 

３ なお、ｃの同一資材を複数の農産物等の生産に使用した場合の使用割合の把握方法に

ついては、作付面積割合や飼養頭数割合によって把握する方法が、報告者にも分かりや

すい方法であるとともに、効率的な把握方法であると認識している。 
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（論点） 

ｄ 資材名等を記入する欄について、不足した場合は、どのように対応するのか。 

 

 （回答） 

  １ 資材等の把握については、数量、金額及び負担割合の欄に色付けしている（計）等の

欄に記入してもらうことを基本としているが、報告者の記入のし易さ等を考慮して、各

資材の内訳として商品名で記入することも可能としているところである。 

 

  ２ この内訳の記入欄については、例えば肥料について多くの商品が出回っているが、通

常、一つの作物に対して使用する資材は限定され、調査票で示した記入欄で対応可能と

考えている。 

 

  ３ なお、調査票の配付・説明時において、（計）欄への記入でなく内訳欄への記入を希

望する報告者であって記入欄が不足することが明らかな場合等においては、同一ページ

を別途配付して記入してもらうことを考えている。 

 

 

 

 

 

（論点） 

ｅ これらの調査事項について、調査結果の利活用や報告者負担の軽減、調査結果の正確

性の確保等の観点から、改善の余地はないか。 

 

 （回答） 

１ 本調査事項については、調査対象品目の生産に直接関わる内容であり、調査項目も必

要最小限にとどめていることから、記入負担が重い、あるいは記入が困難な事項とは考

えておらず、現時点において改善の必要性はないと認識している。 

 

２ なお、今回の見直しについて、その実施状況を踏まえ、2020年農林業センサス結果を

反映した次回の見直しに際して、更なる検討を行って参りたい。 
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（キ）物件税及び公課諸負担等を把握する調査事項【全ての生産費調査票】 

農畜産物を生産する農業経営体（個別経営体及び組織法人経営体）における当該農

畜産物の生産に関係する負担金の実態を明らかにするため、①物件税、②公課諸負担、

③土地改良区費及び水利費等、④消費税、⑥借入金（買掛未払金を含む。）及び支払利

子、⑦出荷に要した経費を把握する調査事項を再編する。 

【米生産費調査（個別経営体用）の場合】 
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【子牛生産費調査の場合】 
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（論点） 

ａ これらの調査事項については、それぞれ具体的にどのような結果の利活用を想定して

設定しているのか。また、それは、農業経営を取り巻く環境変化に適切に対応するもの

となっているか。 

ｂ これらの調査事項については、現在の日誌類への記入においても、記入を求めている

ものか。これまでは、区分した記入を求めていなかったものの、今回、新たに把握する

こととした事項はないか。また、これまでの記入に当たって、記入負担が重い、あるい

は記入が困難なことなどから、把握が低調となっている調査事項はないか。 

ｃ 当該農畜産物の生産において、他の農畜産物の生産と兼用している場合、その使用割

合を把握するに当たって、使用面積割合等を目安として把握する方法は適切か。 

 

 （回答） 

１ ａの各調査事項については、現行調査においても把握しており、調査対象品目を生

産するために用いた機械等固定資産の物件税（固定資産税）や公課諸負担、土地改良

のために要した費用の負担金、借入金の支払利子等、いずれも生産費を構成する要素

として必要な事項である。 

  「消費税」（納付額）及び「出荷に要した費用」については、畜産物生産費におけ

るコストの一部とみなして行政部局に提供しているところであり、行政ニーズ上必要

な事項である。 

 

 ２ また、ｂの各調査事項については、調査対象品目の生産に通常発生するもの（費用）

として設定しているところであり、報告者にとっては容易に判断可能と考えているこ

とから、把握が困難な事項等はないものと判断している。 

 

３ なお、ｃの同一の費用が複数の農産物等の生産に関係する場合の使用割合の把握方

法については、年間の使用面積割合や農機具の使用時間割合等によって把握する方法

が、報告者にも分かりやすい方法であるとともに、効率的な把握方法であると認識し

ている。 
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（論点） 

ｄ これらの調査事項について、調査結果の利活用や報告者負担の軽減、調査結果の正確

性の確保等の観点から、改善の余地はないか。 

 

 （回答） 

１ 本調査事項については、調査対象品目の生産に直接関わる内容であり、調査項目も必

要最小限にとどめていることから、記入負担が重い、あるいは記入が困難な事項とは考

えておらず、現時点において改善の必要性はないと認識している。 

 

２ なお、今回の見直しについて、その実施状況を踏まえ、2020年農林業センサス結果を

反映した次回の見直しに際して、更なる検討を行って参りたい。 
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（ク）建物及び構築物の所有状況等を把握する調査事項【全ての生産費調査票】 

農畜産物を生産する農業経営体（個別経営体及び組織法人経営体）における当該農

畜産物の生産のために使用した建物及び構築物の所有状況等を明らかにするため、①

建物及び構築物の所有状況、②自動車の所有状況、③農業機械の所有状況、④農具の

購入費等を把握する調査事項を再編する。 

【米生産費調査（個別経営体用）の場合】 
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（論点） 

ａ これらの調査事項については、それぞれ具体的にどのような利活用を想定して設定し

ているのか。また、それは、農業経営を取り巻く環境変化に適切に対応するものとなっ

ているか。 

ｂ これらの調査事項については、現在の日誌類への記入においても、記入を求めている

ものか。これまでは、区分した記入を求めていなかったものの、今回、新たに把握する

こととした事項はないか。また、これまでの記入に当たって、記入負担が重い、あるい

は記入が困難なことなどから、把握が低調となっている調査事項はないか。 

ｃ 当該農畜産物の生産において、他の農畜産物の生産と兼用している場合、その使用割

合を把握するに当たって、使用面積割合等を目安として把握する方法は適切か。 

 

 （回答） 

  １ ａの各調査事項については、現行調査においても把握している。 

    このうち、建物及び構築物・自動車・農業機械の所有状況については、それぞれの減

価償却費、修繕費及び保険料等を把握するためのものであり、前年の所有状況等をプレ

プリントした調査票を使用し、報告者の負担軽減を図っている。 

    また、農具の購入費については、購入金額が10万円未満の小農具等の費用を把握する

ためのものである。 

 

２ また、ｂの各調査事項については、調査対象品目の生産に通常使用する資産として設

定しているところであり、報告者にとっては容易に判断可能と考えていることから、把

握が困難な事項等はないものと判断している。 

 

３ なお、ｃの同一の費用が複数の農産物等の生産に関係する場合の使用割合の把握方法

については、建物の使用面積割合や農機具の使用時間割合等によって把握する方法が、

報告者にも分かりやすい方法であるとともに、効率的な把握方法であると認識している。 

 

 

 

（論点） 

ｄ これらの調査事項について、調査結果の利活用や報告者負担の軽減、調査結果の正確

性の確保等の観点から、改善の余地はないか。 

 

 （回答） 

１ 本調査事項については、調査対象品目の生産に直接関わる内容であり、調査項目も必

要最小限にとどめていることから、記入負担が重い、あるいは記入が困難な事項とは考

えておらず、現時点において改善の必要性はないと認識している。 

 

２ なお、今回の見直しについて、その実施状況を踏まえ、2020年農林業センサス結果を

反映した次回の見直しに際して、更なる検討を行って参りたい。 
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（ケ）土地の面積及び地代を把握する調査事項【全ての生産費調査票】 

農畜産物を生産する農業経営体（個別経営体及び組織法人経営体）における農畜産

物の生産のために作付け・使用した土地の面積等の実態を明らかにするため、①所有

地の面積、②借入地の面積及び地代・賃借料を把握する調査事項を再編する。 

【麦類生産費調査（個別経営体用）の場合】 

 

 

【牛乳生産費調査の場合】 
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（論点） 

ａ これらの調査事項については、それぞれ具体的にどのような利活用を想定して設定し

ているのか。また、それは、農業経営を取り巻く環境変化に適切に対応するものとなっ

ているか 

ｂ これらの調査事項について、現在の日誌類への記入においても、記入を求めているも

のか。これまでは、区分した記入を求めていなかったものの、今回、新たに把握するこ

ととした事項はないか。また、これまでの記入に当たって、記入負担が重い、あるいは

記入が困難なことなどから、把握が低調となっている調査事項はないか。 

ｃ 当該農畜産物の生産において、他の農畜産物の生産と兼用している場合、その使用割

合を把握するに当たって、収入割合や使用面積割合を目安として把握する方法は適切

か。 

 

 （回答） 

  １ ａの各調査事項については、現行調査においても把握しており、自作地や借入地の地

代の把握に不可欠なものである。また、前年の面積況等をプレプリントした調査票を使

用し、報告者の負担軽減を図っている。 

 

 

２ また、ｂの各調査事項については、調査対象品目の生産に通常使用・発生するもの（費

用）として設定しているところであり、報告者にとっては容易に判断可能と考えている

ことから、把握が困難な事項等はないものと判断している。 

 

３ なお、ｃの同一の費用が複数の農産物等の生産に関係する場合の使用割合の把握方法

については、当該土地から生産された農産物の収入割合や作付面積割合によって把握す

る方法が、報告者にも分かりやすい方法であるとともに、効率的な把握方法であると認

識している。 

 

 

（論点） 

ｄ これらの調査事項について、調査結果の利活用や報告者負担の軽減、調査結果の正確

性の確保等の観点から、改善の余地はないか。 

 

 （回答） 

１ 本調査事項については、調査対象品目の生産に直接関わる内容であり、調査項目も必

要最小限にとどめていることから、記入負担が重い、あるいは記入が困難な事項とは考

えておらず、現時点において改善の必要性はないと認識している。 

 

２ なお、今回の見直しについて、その実施状況を踏まえ、2020年農林業センサス結果を

反映した次回の見直しに際して、更なる検討を行って参りたい。 
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（コ）作業別労働時間を把握する調査事項【全ての生産費調査票（個別経営体、組織法人

経営体の別及び農畜産物別に応じた調査事項を設定）】 

農畜産物を生産する農業経営体（個別経営体・組織法人経営体）における農畜産物

の生産に係る作業種類別の労働時間の実態を明らかにするため、農産物に係る生産費

調査票においては、①個別経営体における家族及び雇用者の作業種類別労働時間、②

組織法人経営体における構成員及び雇用者の作業種類別労働時間、③支払賃金等を、

また、畜産物に係る生産費調査票においては、定型作業及び定型作業以外の作業種類

別の作業時間、②支払賃金を把握する調査事項を再編する。 

【米生産費調査（個別経営体用）の場合】 

 

 

【米生産費調査（組織法人経営体用）の場合】 
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【牛乳生産費調査の場合】 
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（論点） 

ａ これらの調査事項については、それぞれ具体的にどのような利活用を想定して設定し

ていのか。また、それは、農業経営を取り巻く環境変化に適切に対応するものとなって

いるか。 

ｂ これらの調査事項については、現在の日誌類への記入においても、記入を求めている

ものか。これまでは、区分した記入を求めていなかったものの、今回、新たに把握する

こととした事項はないか。また、これまでの記入に当たって、記入負担が重い、あるい

は記入が困難なことなどから、把握が低調となっている調査事項はないか。 

 

 （回答） 

  １ ａの各調査事項については、現行調査においても把握している。 

調査対象品目の生産に投下した労働時間を家族・雇用別及び作業別に把握し、調査期

間中の天候や災害等の状況等を踏まえた費用や労働時間の分析・検証のためにも、作業

別の労働時間の把握は不可欠である。 

また、雇用に対する支払い賃金の把握は、生産費を構成する要素としての労働費の把

握に必要な事項である。 

 

２ また、ｂの各調査事項については、調査対象品目の生産に通常発生する作業（時間）

として設定しているところであり、調査票に直接記入することが困難な報告者に対して

は、別途「労働時間等整理補助表」を用いて記入するなどの対応を講じており、把握が

困難な事項等はないものと判断している。 
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（論点） 

ｃ 個別経営体、組織法人経営体で雇用者の労働時間の把握内容が異なるのはなぜか。ま

た、米生産費統計調査票のみ、田植・収穫期間を把握する理由・必要性は何か。 

 

 （回答） 

１ 組織法人経営体の労働時間については、現行調査においても当該経営体が整理してい

る労務管理の記録から把握しているが、従事する構成員及び雇用者の人数が多く、個別

経営体と同様の事項で整理することは集計等の負担が大きいため、雇用についても男女

計の時間把握としており、この考え方を踏襲したものとしている。 

なお、個別経営体については、人数が少ないことから、逆に集計する労力を軽減する

ため、現行調査の把握内容を踏襲したものとしているところである。 

 

  ２ 米生産費における田植・収穫期間の把握については、大規模経営になるほど、特に作

業が集中する田植えや収穫労働について、品種の特性を活かした生産によりその時期を

ずらすことが可能となるなど、労力の分散を図ることが重要である。 

このため、行政部局における効率的な生産体系の検討に資するため、品種別の作付面

積と合わせて、田植・収穫期間を把握するものである。 

 

 

 

 

 

（論点） 

ｄ 本調査事項について、調査結果の利活用や報告者負担の軽減、正確性の確保等の観点

から、改善の余地はないか。 

 

 （回答） 

１ 本調査事項については、調査対象品目の生産に直接関わる内容であり、調査項目も必

要最小限にとどめていることから、記入負担が重い、あるいは記入が困難な事項とは考

えておらず、現時点において改善の必要性はないと認識している。 

 

２ なお、今回の見直しについて、その実施状況を踏まえ、2020年農林業センサス結果を

反映した次回の見直しに際して、更なる検討を行って参りたい。 
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（サ）搾乳牛等の所有状況及び乳用牛の月齢別の飼育経費を把握する調査事項【牛乳生産

費調査票】 

牛乳を生産する農業経営体における搾乳牛の所有状況等の実態を明らかにするた

め、①農家団体コード、②搾乳牛の取引状況等、③乳用牛（後継牛）の月齢別の飼育

経費等を把握する調査事項を新設・再編する。 

【牛乳生産費調査票の場合】 
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（論点） 

ａ これらの調査事項については、それぞれ具体的にどのような利活用を想定して設定し

ているのか。また、それは、農業経営を取り巻く環境変化に適切に対応するものとなっ

ているか。 

ｂ これらの調査事項については、現在の日誌類への記入においても、記入を求めている

ものか。これまでは、区分した記入を求めていなかったものの、今回、新たに把握する

こととした事項はないか。また、これまでの記入に当たって、記入負担が重い、あるい

は記入が困難なことなどから、把握が低調となっている調査事項はないか。 

 

 （回答） 

  １ 各調査事項については、現行調査においても把握している。 

    このうち、農家団体コードについては、全ての報告者で牛トレサ情報を利用して牛の

異動情報等を把握するため、報告者が登録している農家団体コードにより（独）家畜改

良センターが所管する「牛個体識別台帳データ」から牛の出生・死亡、異動等の情報を

取得し、搾乳牛の取引状況にプレプリントした調査票を用いて、購入・売却等の別や取

引金額等を報告者により記入してもらうこととしている。 

 この方法を採用することにより、報告者の記帳負担は大幅に軽減され、調査の効率化

に効果があるものと考えている。 

 

  ＜参考＞ 

    「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（平成15年法律第72

号）」により、牛の異動等に関する情報は、遅滞なく、全て農林水産大臣に届け出るこ

とが義務づけられている。 

異動区分 届け出る者 届け出る事項 

出生 牛の管理者 出生の年月日、雌雄の別、母牛の個体識別番号、管理

者の氏名又は名称及び住所、飼養施設の所在地等【農林

水産大臣は、当該届出に係る牛の個体識別番号を決定し

通知】 

譲渡し等 牛の管理者又は

輸入者 

当該牛の個体識別番号、譲渡し等の相手方の氏名又は

名称及び当該譲渡し等の年月日等 

譲受け等 譲受け等をした

者 

その氏名又は名称及び住所、当該牛の個体識別番号、

譲受け等の相手方の氏名又は名称及び当該譲受け等の

年月日、飼養施設の所在地等 

死亡 牛の管理者 当該牛の個体識別番号、死亡の年月日等 

とさつ とさつした者 当該牛の個体識別番号、とさつの年月日、譲受け等の

相手方の氏名又は名称等 

 

    また、乳用牛の月齢別の飼育経費については、牛乳生産費における搾乳牛の負担割合

を算出するために必要な事項として把握している。 
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（論点） 

ｃ 本調査事項について、調査結果の利活用や報告者負担の軽減、正確性の確保等の観点

から、改善の余地はないか。 

 

 （回答） 

１ 本調査事項については、調査対象品目の生産に直接関わる内容であり、行政データを

最大限利用するとともに、記入項目も必要最小限にとどめていることから、記入負担が

重い、あるいは記入が困難な事項とは考えておらず、現時点において改善の必要性はな

いと認識している。 

 

２ なお、今回の見直しについて、その実施状況を踏まえ、2020年農林業センサス結果を

反映した次回の見直しに際して、更なる検討を行って参りたい。 

 

 


